
JP 2016-73394 A 2016.5.12

10

(57)【要約】
　　【課題】　対象器具の柄状部が比較的細い場合にお
いても太い場合にも、柄状部の外周部を相対する向きに
挟んで対象器具を可及的に確実に保持し得る柄状部保持
構造及びその構造を備えた塵取りの提供。
　　【解決手段】　凹枠状部Ｆ１の枠底部Ｆ１ａにおけ
る中央支持突条部Ｆ２の左右近傍の対称位置に、片持状
をなし全体が弾性的に撓み得る第１の挟持体Ｆ３及び第
２の挟持体Ｆ３の基部を設ける。片持状をなし全体が弾
性的に撓み得る補助挟圧体Ｆ４は、全体として内向きに
凸に湾曲し、両挟持体Ｆ３の挟圧方向外側に位置し、各
挟持体Ｆ３を挟圧方向内向きに弾性的に支持し得る。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　柄状部を備えた器具を、その柄状部において保持するための柄状部保持構造であって、
柄状部の外周部を相対する向きに挟む第１の挟持体と第２の挟持体を有し、
一方又は両方の挟持体は、全体又は部分が弾性的に撓み得ることにより、他方の挟持体と
の間に挟持する柄状部に対し弾性的に挟圧力を加え得る弾性挟持体であり、
前記弾性挟持体の少なくとも一つは、その挟圧方向外側に間隙を介して又は接して位置す
る補助挟圧体を伴い、
その補助挟圧体は、全体又は部分が弾性的に撓み得ることにより、前記弾性挟持体が他方
の挟持体との間に柄状部を挟持して挟圧方向外側に変位した場合に、その弾性挟持体を挟
圧方向内向きに弾性的に支持して柄状部に対する挟圧力を高め得るものであることを特徴
とする柄状部保持構造。
【請求項２】
　上記柄状部の外周部を相対する向きに挟む第１の挟持体と第２の挟持体のうち弾性挟持
体であるものが、基部から突起する片持状をなす請求項１記載の柄状部保持構造。
【請求項３】
　上記補助挟圧体が、基部から突起する片持状をなす請求項１又は２記載の柄状部保持構
造。
【請求項４】
　上記第１の挟持体と第２の挟持体の両方が弾性挟持体であり、両弾性挟持体が、その挟
圧方向外側に間隙を介して又は接して位置する補助挟圧体を伴い、
前記第１の挟持体と第２の挟持体が相対する方向において実質上対称状をなすと共に、第
１の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟圧体と第２の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟
圧体が相対する方向において実質上対称状をなす請求項１乃至３の何れか１項に記載の柄
状部保持構造。
【請求項５】
　上記第１の挟持体と第２の挟持体の両方が弾性挟持体であり、
両弾性挟持体が、その挟圧方向外側に間隙を介して又は接して位置する補助挟圧体を伴い
、
両補助挟圧体の形態及び位置の一方又は両方、および／または、両弾性挟持体の形態が、
相対する方向において非対称状をなす請求項１乃至３の何れか１項に記載の柄状部保持構
造。
【請求項６】
　第１の挟持体及び第２の挟持体並びに補助挟圧体を含む部分が、一定材料により一体成
形されてなる請求項１乃至５の何れか１項に記載の柄状部保持構造。
【請求項７】
　請求項１乃至６の何れか１項に記載の柄状部保持構造を備えた塵取り。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、柄状部を備えた箒等の器具を、その柄状部において保持するための柄状部保
持構造及びその柄状部保持構造を備えた塵取りに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特開２００６－１５８７８７号公報には、ごみを掃き込むための掃込口１１を前面に有
するボックス形の集塵箱１０と、該集塵箱１０の上面に取り付けられた取っ手１２とを備
え、箒２で掃き集めたごみを掃込口１１から集塵箱１０の内部に掃き込むようにした塵取
り１が開示されている。
【０００３】
　取っ手１２は、集塵箱１０における箱上面壁１６の前端中央位置に上向きに取り付けら



(3) JP 2016-73394 A 2016.5.12

10

20

30

40

50

れた支柱２５の上端に形成されていて、集塵箱１０の前面側に向けて横向きに延びている
。この取っ手１２の前端部は、箱上面壁１６の前端部に取り付けられたアーチ形の支持フ
レーム２６に連結されることにより、この支持フレーム２６で補強されている。
【０００４】
　支持フレーム２６の中間部における取っ手１２との連結部には、その前面側の位置に窪
み２８が形成されると共に、この窪み２８の内部に、弾力的に開閉する左右一対の挟持ア
ーム２９，２９が形成されており、この挟持アーム２９，２９の間に箒２の柄３０を弾力
的に挟持させることにより、箒２を着脱式に装着して収納できるようになっている。
【０００５】
　この一対の挟持アーム２９，２９は、箒２の柄３０を挟持し、箒の穂先が集塵箱１０の
底面に接して傷むことを防ぎ得るものではあるが、挟持対象である柄の太さの大小には必
ずしも十分に対応し難い。
【０００６】
　挟持アームが弾性的に撓んで両挟持アーム間に柄を弾性的に挟持するものの場合、細い
柄を挟持するには、両挟持アーム同士の間隔が、無負荷状態で十分に小さく、両者間に細
い柄を挟んだ場合に確りと挟持し得ることが必要である。
【０００７】
　しかしながら、太い柄を挟持するには、両挟持アーム同士の間隔が十分に広がらなけれ
ばならない。
【０００８】
　細い柄にも太い柄にも対応し得るものとするには、挟持アームが比較的撓み易いものと
する必要がある。柄が比較的太い場合は、その柄を有する箒等の器具の重量も比較的重い
傾向があるが、撓み易い挟持アームでは、挟圧力が比較的弱いため、重い器具は十分に挟
持し得ないこととなり易い。
【０００９】
　一方、挟持アームの挟圧力を強くするために比較的撓み難い挟持アームを採用すると、
細い柄は確りと挟持し得るが、太い柄を挟持するために挟持アーム同士の間隔を大きく広
げようとすると、材料にもよるが、挟持アームの変形が過度になって挟持アームに損傷が
生じる可能性がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００６－１５８７８７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明は、従来技術における上記のような課題に鑑み行われたものであって、その目的
とするところは、対象器具の柄状部が比較的細い場合においても、また比較的太い場合に
おいても、その柄状部の外周部を相対する向きに挟んで対象器具を可及的に確実に保持し
得る柄状部保持構造及びその柄状部保持構造を備えた塵取りを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の柄状部保持構造及びその柄状部保持構造を備えた塵取りは、次のように表すこ
とができる。
【００１３】
　(1) 柄状部を備えた器具を、その柄状部において保持するための柄状部保持構造であっ
て、
柄状部の外周部を相対する向きに挟む第１の挟持体と第２の挟持体を有し、
一方又は両方の挟持体は、全体又は部分が弾性的に撓み得ることにより、他方の挟持体と
の間に挟持する柄状部に対し弾性的に挟圧力を加え得る弾性挟持体であり、
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前記弾性挟持体の少なくとも一つは、その挟圧方向外側に間隙を介して又は接して位置す
る補助挟圧体を伴い、
その補助挟圧体は、全体又は部分が弾性的に撓み得ることにより、前記弾性挟持体が他方
の挟持体との間に柄状部を挟持して挟圧方向外側に変位した場合に、その弾性挟持体を挟
圧方向内向きに弾性的に支持して柄状部に対する挟圧力を高め得るものであることを特徴
とする柄状部保持構造。
【００１４】
　対象器具における柄状部の外周部を、一方又は両方が弾性挟持体である第１の挟持体と
第２の挟持体により、相対する向きに挟んで保持する場合、前記柄状部の太さに応じ、補
助挟圧体による弾性挟持体に対する挟圧方向内向きの弾性的支持、すなわち挟圧力補助は
、次のように行われる。
【００１５】
　前記柄状部が比較的細い場合は、弾性挟持体は挟圧方向外側にあまり変位しないため、
補助挟圧体による弾性挟持体に対する挟圧方向内向きの弾性的支持による挟圧力補助は行
われないか又は比較的弱く、柄状部に対する弾性挟持体の挟圧力を高めることは全くない
か又はあまりない。すなわち、補助挟圧体による挟圧力補助が全くないか又はあまりない
状態で両挟持体により柄状部が保持される。
【００１６】
　前記柄状部が比較的太い場合は、弾性挟持体は挟圧方向外側に比較的大きく変位するた
め、補助挟圧体による弾性挟持体に対する挟圧方向内向きの弾性的支持は比較的強く、柄
状部に対する挟圧力を比較的強く高めることとなる。このように柄状部が比較的太い場合
は、対象器具の重量も比較的重い傾向があるが、柄状部に対する挟圧力補助が比較的強い
ので、対象器具をしっかりと保持することが可能である。
【００１７】
　従って、対象器具の柄状部が比較的細い場合においても、また比較的太い場合において
も、第１の挟持体と第２の挟持体により、その柄状部の外周部を相対する向きに挟んで対
象器具を可及的に確実に保持し得る。以上の点は、第１の挟持体及び第２の挟持体並びに
補助挟圧体を含む部分が、一定材料により一体成形されてなるものにも該当する。
【００１８】
　(2) 上記柄状部の外周部を相対する向きに挟む第１の挟持体と第２の挟持体のうち弾性
挟持体であるものが、基部から突起する片持状をなす上記(1)記載の柄状部保持構造。
【００１９】
　一方又は両方が片持状の弾性挟持体である第１の挟持体と第２の挟持体の間に、対象器
具における柄状部を片持状の弾性挟持体の端部側から押し込むことにより、前記柄状部の
外周部を、両挟持体により両挟持体が相対する向きに挟んで保持することができる。
【００２０】
　(3) 上記補助挟圧体が、基部から突起する片持状をなす請求項１又は２記載の柄状部保
持構造。
【００２１】
　片持状の補助挟圧体が弾性的に撓んで弾性挟持体を挟圧方向内向きに弾性的に支持する
ことにより、柄状部に対する挟圧力を高め得る。
【００２２】
　(4) 上記第１の挟持体と第２の挟持体の両方が弾性挟持体であり、両弾性挟持体が、そ
の挟圧方向外側に間隙を介して又は接して位置する補助挟圧体を伴い、
前記第１の挟持体と第２の挟持体が相対する方向において実質上対称状をなすと共に、第
１の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟圧体と第２の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟
圧体が相対する方向において実質上対称状をなす上記(1)乃至(3)の何れか１項に記載の柄
状部保持構造。
【００２３】
　第１の挟持体と第２の挟持体が相対する方向において実質上対称状をなすと共に、第１
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の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟圧体と第２の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟圧
体が相対する方向において実質上対称状をなすので、対象器具の柄状部を両挟持体間に対
称状に保持し得る。
【００２４】
　(5) 上記第１の挟持体と第２の挟持体の両方が弾性挟持体であり、
両弾性挟持体が、その挟圧方向外側に間隙を介して又は接して位置する補助挟圧体を伴い
、
両補助挟圧体の形態及び位置の一方又は両方、および／または、両弾性挟持体の形態が、
相対する方向において非対称状をなす上記(1)乃至(3)の何れか１項に記載の柄状部保持構
造。
【００２５】
　対象器具の柄状部が比較的細い場合は、弾性挟持体は挟圧方向外側にあまり変位しない
ため、補助挟圧体による弾性挟持体に対する挟圧方向内向きの弾性的支持による挟圧力補
助は行われないか又は比較的弱く、柄状部に対する弾性挟持体の挟圧力を高めることは全
くないか又はあまりない。すなわち、補助挟圧体による挟圧力補助が全くないか又はあま
りない状態で両挟持体により柄状部が保持される。
【００２６】
　対象器具の柄状部の太いものとなるに従い、弾性挟持体は挟圧方向外側に比較的大きく
変位することにより、補助挟圧体による弾性挟持体に対する挟圧方向内向きの弾性的支持
が強くなり、柄状部に対する挟圧力を高める度合いが強くなる。
【００２７】
　この場合、両補助挟圧体の形態及び位置の一方又は両方、および／または、両弾性挟持
体の形態が、相対する方向において非対称状をなすので、補助挟圧体による弾性挟持体に
対する挟圧方向内向きの弾性的支持は、相対する両挟持体に対し非対称に強くなる。その
ため、柄状部に対する挟圧力を高める度合いは、両挟持体について個別に段階的に強くな
るので、対象器具の柄状部の太さに応じ、第１の挟持体と第２の挟持体により、その柄状
部の外周部を相対する向きに挟んで対象器具を可及的に確実に保持し得る。
【００２８】
　(6) 第１の挟持体及び第２の挟持体並びに補助挟圧体を含む部分が、一定材料により一
体成形されてなる上記(1)乃至(5)の何れか１項に記載の柄状部保持構造。
【００２９】
　第１の挟持体及び第２の挟持体並びに補助挟圧体を含む部分が、一定材料により一体成
形されてなるものであっても、柄状部を備えた器具を、柄状部が比較的細い場合において
も、また比較的太い場合においても、第１の挟持体と第２の挟持体により、その柄状部の
外周部を相対する向きに挟んで可及的に確実に保持し得る。
【００３０】
　(7) 上記(1)乃至(6)の何れか１項に記載の柄状部保持構造を備えた塵取り。
【００３１】
　この塵取りでは、柄状部保持構造において、箒等の柄状部を備えた清掃器具を、柄状部
が比較的細い場合においても、また比較的太い場合においても、第１の挟持体と第２の挟
持体により、その柄状部の外周部を相対する向きに挟んで可及的に確実に保持し得る。
【発明の効果】
【００３２】
　本発明の柄状部保持構造及びその柄状部保持構造を備えた塵取りによれば、対象器具の
柄状部が比較的細い場合においても、また比較的太い場合においても、第１の挟持体と第
２の挟持体により、その柄状部の外周部を相対する向きに挟んで対象器具を可及的に確実
に保持し得る。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】塵取りの斜視図である。
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【図２】塵取りの平面図である。
【図３】塵取りの要部拡大平面図である。
【図４】柄状部保持構造部の拡大平面図である。
【図５】柄状部保持構造部の拡大平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　[1] 本発明の実施の形態を、図面を参照しつつ説明する。
【００３５】
　図面は何れも本発明の柄状部保持構造を備えた塵取りの実施の形態の一例に関するもの
である。
【００３６】
　(1) 塵取りＡは、ゴミを掃き入れるための本体部Ｂと、本体部Ｂの後部から立ち上げら
れた支柱部Ｃと、支柱部Ｃにより本体部Ｂの上方に支持された把持部Ｄと、把持部Ｄの前
端部を上部中央部において支持する門形フレーム部Ｅと、門形フレーム部Ｅの上部中央部
に形成された柄状部保持構造部Ｆを有する。この塵取りＡは、合成樹脂により一体成形さ
れている。
【００３７】
　(2) 本体部Ｂは、前方及び上方に開口する箱形状をなし、前方からゴミを掃き入れるこ
とができる。
【００３８】
　門形フレーム部Ｅは、本体部Ｂの左右側壁部Ｂ１から立ち上げられている。
【００３９】
　支柱部Ｃは、本体部Ｂの後壁部Ｂ２の中央部から立ち上げられ、上部が前方に屈曲して
前方に向かって上向き傾斜状をなす把持部Ｄを形成している。
【００４０】
　支柱部Ｃの下部後方側には、ゴミはさみの両端部を閉じた状態で垂直状に挿入して保持
するための垂直状の保持孔部Ｃ１を有する。支柱部Ｃの後側のうち保持孔部Ｃ１の上方の
部分は、上下方向の溝状部Ｃ２に形成されている。
【００４１】
　(3) 柄状部保持構造部Ｆは、箒の柄Ｓ（柄状部）を挟持して、箒の穂先が下になる姿勢
で、穂先が本体部Ｂの底板Ｂ３に接しないように箒を保持し得るものである。
【００４２】
　門形フレーム部Ｅの上部中央部に、平面視において枠底部Ｆ１ａの左右両端に枠側部Ｆ
１ｂを有する前方開口の凹枠状部Ｆ１が形成されている。
【００４３】
　その凹枠状部Ｆ１の平面視における枠底部Ｆ１ａの中央に、前方に突起する垂直状の突
条である中央支持突条部Ｆ２が設けられ、枠底部Ｆ１ａにおける中央支持突条部Ｆ２の左
右近傍の対称位置に、それぞれ、片持状に前方に突出して全体が弾性的に撓み得る第１の
挟持体Ｆ３及び第２の挟持体Ｆ３の基部が設けられている。
【００４４】
　第１の挟持体Ｆ３及び第２の挟持体Ｆ３は、それぞれ、相対する内向きに凹の湾曲部を
、柄Ｓの外周部を相対する向きに挟む挟持部として有し、互いに対称状をなす。
【００４５】
　また、凹枠状部Ｆ１の平面視における左右角部の対象位置に、それぞれ片持状に前方内
向きに突出して全体が弾性的に撓み得る補助挟圧体Ｆ４の基部が設けられている。
【００４６】
　両補助挟圧体Ｆ４は、全体として内向きに凸に湾曲し、互いに対称状をなす。両補助挟
圧体Ｆ４は、それぞれ、第１の挟持体Ｆ３及び第２の挟持体Ｆ３の挟圧方向外側に間隙を
介して位置し、各挟持体Ｆ３を挟圧方向内向きに弾性的に支持し得るものである。
【００４７】
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　柄状部保持構造部Ｆは、上記凹枠状部Ｆ１、中央支持突条部Ｆ２、第１の挟持体Ｆ３及
び第２の挟持体Ｆ３、並びに両補助挟圧体Ｆ４からなる。
【００４８】
　(4) 本体部Ｂの底板Ｂ３において床面や地面上に載置した塵取りＡにおける門形フレー
ム部Ｅの上部中央部に設けられた柄状部保持構造部Ｆによる箒の保持は、次のように行わ
れる。
【００４９】
　第１の挟持体Ｆ３と第２の挟持体Ｆ３の相対する端部同士の間から、穂先が下になる姿
勢の箒の垂直状の柄Ｓを押し込むと、両挟持体Ｆ３は外方に変位し、両挟持体Ｆ３の内向
きに凹の湾曲部により、柄Ｓの外周部が挟圧方向である内方に挟圧され、穂先が本体部Ｂ
の底板等に接しないように箒が保持され得る。なお、中央支持突条部Ｆ２は、柄Ｓの太さ
に応じて柄Ｓの後部側を支持し得る。
【００５０】
　柄Ｓが比較的細い場合は、図４に示されるように、両挟持体Ｆ３は挟圧方向外側にあま
り変位しないため、両補助挟圧体Ｆ４のそれぞれによる両挟持体Ｆ３に対する挟圧方向内
向きの弾性的支持による挟圧力補助は行われないか又は比較的弱く、柄Ｓに対する両挟持
体Ｆ３の挟圧力を高めることは全くないか又はあまりない。すなわち、補助挟圧体Ｆ４に
よる挟圧力補助が全くないか又はあまりない状態で両挟持体Ｆ３により柄Ｓが保持される
。
【００５１】
　柄Ｓが比較的太い場合は、図５に示されるように、両挟持体Ｆ３は挟圧方向外側に比較
的大きく変位するため、両補助挟圧体Ｆ４のそれぞれによる両挟持体Ｆ３に対する挟圧方
向内向きの弾性的支持は比較的強く、柄Ｓに対する挟圧力を比較的強く高めることとなる
。このように柄Ｓが比較的太い場合は、箒の重量も比較的重い傾向があるが、柄Ｓに対す
る挟圧力補助が比較的強いので、穂先が本体部Ｂの底板Ｂ３に接しないように箒をしっか
りと保持することが可能である。
【００５２】
　[2] 本発明の実施の形態を、上記以外の形態を含めて更に説明する。
【００５３】
　(1) 本発明の柄状部保持構造は、箒やモップ等の柄状部を備えた清掃器具やその他の器
具を、その柄状部において保持するための構造であって、第１の挟持体と第２の挟持体を
有し、一方又は両方の挟持体は弾性挟持体であり、前記弾性挟持体の少なくとも一つは補
助挟圧体を伴う。
【００５４】
　また本発明の塵取りは、前記本発明の柄状部保持構造を備える。なお、本発明の柄状部
保持構造を備える物は、塵取りに限らず、例えば、他の清掃器具を含む各種器具又は構造
物等であってもよい。
【００５５】
　(2) 第１の挟持体と第２の挟持体は、柄状部の外周部を相対する向きに挟む。
【００５６】
　柄状部の外周部というのは、柄状部の軸線のまわりの外周部である。例えば柄状部が円
柱状又は円筒状である場合、その外周部は円筒状外周面部であり、柄状部が角柱状又は角
筒状である場合、その外周部は角筒状外周面部である。
【００５７】
　柄状部の外周部を相対する向きに挟むというのは、一般的には、第１の挟持体と第２の
挟持体が、柄状部の軸線に対し垂直方向又はほぼ垂直方向にその柄状部を挟む場合を言う
。なお、柄状部は、例えば、第１の挟持体と第２の挟持体により柄状部の外周部を相対す
る向きに挟まれると共に、柄状部の外周部のうち両挟持体の間の部分等の他の部分が別の
支持部により支持されるものとすることもできる。
【００５８】
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　(3) 一方又は両方の挟持体は、全体又は部分が弾性的に撓み得ることにより、他方の挟
持体との間に挟持する柄状部に対し弾性的に挟圧力を加え得る弾性挟持体である。
【００５９】
　両方の挟持体が、他方の挟持体との間に挟持する柄状部に対し弾性的に挟圧力を加え得
る弾性挟持体であることが好ましいが、一方の挟持体が弾性挟持体で他方の挟持体は実質
上弾性的に撓まないものとすることもできる。
【００６０】
　第１の挟持体と第２の挟持体のうち弾性挟持体であるものは、基部から突起する片持状
をなすものとすることができる。
【００６１】
　また、第１及び第２の挟持体は、それぞれ、相対する内向きに凹の湾曲部を、柄状部の
外周部を相対する向きに挟む挟持部として有するものとすることができるが、これに限る
ものではない。
【００６２】
　(4) 弾性挟持体の少なくとも一つ（両挟持体が弾性挟持体である場合は両方又は一方、
一方の挟持体のみが弾性挟持体である場合はその弾性挟持体）は、その挟圧方向外側に間
隙を介して又は接して位置する補助挟圧体を伴う。
【００６３】
　補助挟圧体は、全体又は部分が弾性的に撓み得ることにより、前記弾性挟持体が他方の
挟持体との間に柄状部を挟持して挟圧方向外側に変位した場合に、その弾性挟持体を挟圧
方向内向きに弾性的に支持して柄状部に対する挟圧力を高め得る。
【００６４】
　補助挟圧体は、基部から突起する片持状をなすものとすることができる。
【００６５】
　また、補助挟圧体は、全体として内向きに凸に湾曲し、弾性挟持体を挟圧方向内向きに
弾性的に支持するものとすることができる。
【００６６】
　更に、補助挟圧体の少なくとも一つは、その挟圧方向外側に間隙を介して又は接して位
置する追加補助挟圧体を伴うものとすることができる。この追加補助挟圧体は、全体又は
部分が弾性的に撓み得、前記弾性挟持体が他方の挟持体との間に柄状部を挟持して挟圧方
向外側に変位し、補助挟圧体の全体又は部分が弾性的に撓んでその弾性挟持体を挟圧方向
内向きに弾性的に支持して柄状部に対する挟圧力を高める場合に、その補助挟圧体を挟圧
方向内向きに弾性的に支持して柄状部に対する挟圧力を高め得るものである。
【００６７】
　(5) 上記本発明の柄状部保持構造は、第１の挟持体と第２の挟持体の両方が弾性挟持体
であり、両弾性挟持体が、その挟圧方向外側に間隙を介して又は接して位置する補助挟圧
体を伴い、
前記第１の挟持体と第２の挟持体が相対する方向において実質上対称状をなすと共に、第
１の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟圧体と第２の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟
圧体が相対する方向において実質上対称状をなすものとすることができる。
【００６８】
　第１の挟持体と第２の挟持体が相対する方向において実質上対称状をなすと共に、第１
の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟圧体と第２の挟持体の挟圧方向外側に伴う補助挟圧
体が相対する方向において実質上対称状をなすというのは、両挟持体及び両補助挟圧体の
それぞれの輪郭や厚さ等を含む形状及び弾性的な撓みに応じて作用する挟圧力の度合い等
が、相対する方向において実質上対称状をなすことにより、対象器具の柄状部を両挟持体
間に対称状に保持し得るものであることを意味する。
【００６９】
　(6) また、上記本発明の柄状部保持構造は、上記第１の挟持体と第２の挟持体の両方が
弾性挟持体であり、
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、
両補助挟圧体の形態及び位置の一方又は両方、および／または、両弾性挟持体の形態が、
相対する方向において非対称状をなすものとすることができる。
【００７０】
　両補助挟圧体の形態及び位置の一方又は両方が相対する方向において非対称状をなす場
合、両弾性挟持体の間に柄状部を挟持して挟圧方向外側に変位したときに、その弾性挟持
体を挟圧方向内向きに弾性的に支持する状態となる時期や、弾性挟持体を挟圧方向内向き
に弾性的に支持して柄状部に対する挟圧力を高める度合い等が相対する方向において非対
称状となる。
【００７１】
　また両弾性挟持体の形態が、相対する方向において非対称状をなす場合、両弾性挟持体
の間に柄状部を挟持したときに、両弾性挟持体の挟圧方向外側への変位の状態が相対する
方向において非対称状となる。
【００７２】
　(7) 上記本発明の柄状部保持構造は、第１の挟持体及び第２の挟持体並びに補助挟圧体
を含む部分が、一定材料により一体成形されてなるものとすることができる。一定材料に
より一体成形されてなる第１の挟持体及び第２の挟持体並びに補助挟圧体を含む部分は、
柄状部保持構造の全体又は部分であってもよく、例えば、本発明の柄状部保持構造を備え
る器具又はその他の物の全体又は部分であってもよい。
【００７３】
　この一定材料として適するものとしては、合成樹脂を挙げることができるが、これに限
るものではない。
【００７４】
　本発明の柄状部保持構造全体又は本発明の塵取り全体を、合成樹脂又はその他の一定材
料により一体成形されたものとすることもできる。
【符号の説明】
【００７５】
Ａ　　　塵取り
Ｂ　　　本体部
Ｂ１　　側壁部
Ｂ２　　後壁部
Ｂ３　　底板
Ｃ　　　支柱部
Ｃ１　　保持孔部
Ｃ２　　溝状部
Ｄ　　　把持部
Ｅ　　　門形フレーム部
Ｆ　　　柄状部保持構造部
Ｆ１　　凹枠状部
Ｆ１ａ　枠底部
Ｆ１ｂ　枠側部
Ｆ２　　中央支持突条部
Ｆ３　　挟持体
Ｆ４　　補助挟圧体
Ｓ　　　柄
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